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７ 専門的技術的職業における性別職務分離と無業女性の就業意識

－就業構想基本調査リサンプリング集計表による分析－1

（ミクロ統計データ活用研究会研究結果報告2 2002.11.23）

伊藤 陽一・水野谷 武志3

１ はじめに

1.1 当初の検討課題

就業構造基本調査が提供する豊富な情報のうち，今回，リサンプリング集計表を要請したのは，

ジェンダー統計視角からの関心によって 3 点，すなわち，1.性別職務分離，2.無業女性の子ども

等条件と就業・非就業理由等，3.共働き夫婦の世帯収入の性別貢献度合い，であった。

1.2 経過

就業構造基本調査の公表集計は，上述の問題にかかわる関連変数を取り上げながら，立ち入っ

た統計表を公表していない。当初，核問題別に詳細分類のクロス表を求めたが，恣意さ名数字を

避けるために大きく集約することになり，分類項目数がごく少数のクロス統計表に基づくことに

なった。このかていで，3 については，集約した年収入分類幅が広すぎて，当面，丁寧な分析に

当てることができないと考え，本報告では，上述のうち 1 と 2 に絞っての検討とした。

２ 性別職務分離の検討

2.1 職務分離

性別職務分離（職業分離）とは，特定仕事などへの従事者が男女別に偏っている度合いを意味

する。職業については水平的分離，階級については垂直的分離，と呼ばれる。この考え方は，雇

用形態別その他に順次拡大適用できる。

性的職務分離は，有償労働での女性就業者の地位や労働条件が男性に比べて低いことの一員が

1 この論文の２は，専門的技術的職業における女性の増大をエンパワーメントの増大と見て順位付け

をする UNDP の GEM 対する伊藤による批判の一環をなす。本論文の狙いが，この 2 を含めて，リサ

ンプリングデータの使用は，既存の公表集計表から得られない立ち入った findings を可能にする点を

明示することにあった。
2 本報告の末尾の謝辞にあるとおり，この研究会は，2002 年度の就業構造基本調査と社会生活基本調

査リサンプリングデータの活用に関する科学研究費補助金費プロジェクト（代表：井出満氏）からの

募集に応じたものの中から，その研究意図・方法が認められて，データの利用が可能になったメンバ

ーからなる研究会であり，その作業の成果を相互に発表し，検討する会合であった。成果の発表会は，

東京で 2 回，完成で 1 回の計 3 回おこなわれた。11 月 23 日は東京での就業構造基本調査データに関

する第 1 回の発表会であった。

法政大学経済学部
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法政大学大学院（2002 年当時。現在，北海学園大学経済学部講師）

3 この報告の作成に当たって，伊藤が最終表に至る表形式を書き，水野谷がリサンプリング・データ
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性的職務分離であるという認識によって，注目されてきた。このうち，女性の地位や労働条件の

低さには，特に垂直的職務分離の影響が大きいとされてきている。

職務分離に関しては，OECD を中心として，分離指数の計算方法が提起されており，議論が続

いている。この職務分離と労働関連変数との関係を数量的に把握する際の困難は，1 つには，職

務分離と，これに関係（原因として，結果として）する変数と染めした集計表の不足である。も

うひとつには，職務分離の際の職業や階級についての分類の大小によって分離の度合いはさまざ

まに現れるのだが，詳細分類されたデータが入手できないということである。

2.2 本研究における注目点－職務分離と所得

職務分離と収入の関係を取り上げることにし，更に職業のうち，専門的・技術的職業の中の分

類に注目することにした。ここでの職務分離と収入の関係を検討するのが，本研究の狙いである。

UNDP は 1995 年以降，その『人間開発報告書』において女性の地位に関して GEM（ジェン

ダー・エンパワーメント尺度）を作成・発表している。この指数の構成要素として，専門的・技

術的職業における性的職務分離の代償，すなわち，この職業における女性の比重の増大が，女性

の機会の獲得の増大として取り上げられている。この要素の採用が妥当なものかどうかを日本の

実態に照らして吟味するという問題意識もこれに関わる。

2.3 既存公表集計表と RS 集計表

既存の公表統計としては，報告書の『就業構造に関する結果』において，性，雇用形態，職業

（小分類）別の表（1997 年，第 6 表），生・就業上の地位，職業（小），年齢，教育別有業者（第

12 表），『所得に関する表』に，生・雇用形態，所得。職業別の表（第 18 表）がある。しかし，

第 12 表は職業大分類に限られ，年齢と所得はない。第 18 表は職業別大分類に限られ，教育がな

い。

今回のリサンプリング（RS） 集計においては，性，雇用形態，年齢，所得，教育，職業（専

門的・技術的職業に関して小）分類表を新たに作成した。新たな点は，既存の第 18 表に教育，年

齢，専門的・技術的職業小分類表を抽出したことである。

この結果表は表 2－1，2－2，2－3 のとおりである。

2.4 検討対象の一層の限定

更に検討対象を，専門的技術的職業の雇用者の仲家の正規の職員・従業者に限定する。そして，

今回の報告では，教育別 2 区分（小・中・高・旧制中/短大・高専・大学・院）のうち，後者に絞

って表 1 に基づいて読み取りうる点を見た。

2.5 結果

2.5.1 既存公表統計による概略

あらかじめ，就業構造基本調査の既存公表統計表が示す専門的・技術的雇用者数についてみる。

1997 年に，就業形態合計で 8548（千人），公用車数に限ると 7467（千人：87.4％），このうち「正

規の職員・従業員」にしぼれば，6148（千人）である。この職業の雇用者は，1970－80 年代を

通じても最も高い増加率を持つ 1 つである（1987 年：5642，1992 年：6873－増加率：4.0％，

1.7％）【『日本の就業構造－平成 9 年，就業構造基本調査の解説』（時系列統計表を収録）】。1997

からの製表作業を行った。分析は伊藤が行った。
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年では，雇用者 7467 のうち，小・中・高校・旧制中が 1783（千人，23.9％），うち女性 871（千

人，女性比率 48.48％），短大・高専・大学・因果 5496（千人，73.4％），うち女性 2384（千人，

女性比率 43.4％）であり，871 在学者 161（2.2％）である（全国編，12 表）。

2.5.2 RS 表による検討

公表統計の雇用者（短大・高専・大学・院）総計は 5496（千人）であるが，我々乗りサンプリ

ング・データの正規の職員・従業者に基づく 4736（千人）について，性的職務分離（職業と職階

等々への性別集中度）を以下，表 RS-1-2 によって検討する。

(1)専門的技術的職業の中で約 30％を占める「技術者」は，年所得 700 万円以上階層者数が

「教員」と共に人数と割合でも最大の職業である。しかし，この職業の女性比率は，11.4％に

とどまり，このわずかな人数のほとんどが，15～34 歳層である。年齢階層 3 区分を通じて，高

所得になるとともに，女性の比率は激減する。また 55 歳以上の層の人数は少ないとはいえ，高

所得層がいる。しかし，この年齢階層に女性はいない。全体として年収 300 万円未満層は，男

性が男性全体の 9％に対して，女性は 32％である。

(2)専門的技術的職業の中で約 30％を占める｢保健医療従事者｣は年齢階層合計で女性比率が

72.5％，すなわち 4 分の 3 が女性である。それにもかかわらず，700 万円以上の層は，15～34

歳層で，男性が男性全体の 20％に対して女性が 1％，男女計に占める女性の割合は 16％，35

～54 歳層で同じく，男性 61％に対して女性 18％，男女計に占める女性の割合は 36％，55 歳

以上層では，男性 65.6％に対して女性 31％，男女計に占める女性の割合は 31％になっている。

この職業全体として，年収 300 万円未満層は，男性が男性全体の 25％，年収 700 万円以上が

45％に対して，女性が 8％に過ぎない。この職業の男女系において，300 万円以下の層の女性

が 23％を占め(男性 2.5％)，700 万円以上層では女性は 5.8％(男性 12.2％)である。以上，女性

が 4 分の 3 を占めるこの職業において，低収入職に女性が集中していることがわかる。

(3)専門的技術職の中で約7％占める｢社会福祉専門職業｣においては，女性の比率は86％にも及ぶ。

相対的に 34 歳以下の層の女性がこの職業の男女計の 47％を占めていることも合って，年収 300

万円未満層が女性全体の 38％（男性は 20％），700 万円以上層では，女性全体の 10％（男性

22％）であり，相対的に低収入階層を女性が占めているといえる。

(4)専門的技術的職業の中で約 7％占める｢教員｣においては，女性比率は 44.8％である。これまで

みてきた専門的・技術的職業内の各職業の中では，相対的に女性の 700 万円以上層が多い職業

である。300 万円以下層が 0.8％に対し，女性は全体の 0.9％，男性は 0.9％，700 万円以上層

は，男女計で 35.7％に対して，女性は全体の 23％，男性は 46％である。それでもこの｢教員｣

においても，男女の平均年収差はある。700 万円異常そうに占める女性の割合が 35～54 歳層で

は 32％，55 歳以上層では 18％と，全体的な女性割合よりも低い。勤続年数が相対的に短いこ

と，55 歳以上では，年収のより高い大学・短大など教員に男性が多いなどの要因の反映と考え

られる。

(5)1992 年以前は，調査票で，職業大分類のみを取り上げられるにとどまっているので，小分類

立ち入ることはできなかった。

(6)以上，特に｢専門的・技術的職業｣の正規，短大・高専・大学。院卒にしぼって，職務分離の状
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況を見てきた。UNDP によって，男女差を意識しながら提案され，作成されているジェンダー・

エンパワーメント尺度に｢専門的・技術的職業従事者｣の女性の割合が構成要素として算出され

ている。増加の目覚しいこの｢専門的・技術的職業｣の実態は，職業大分類だけでは把握できな

い。上述の検討によれば，この大分類のしたには，男性が圧倒的に年収が高い｢技術者｣，女性

が圧倒的に多いが，その女性の多くが年収の低い階層に集中している｢保険医療従事者｣と｢社会

福祉専門職業従事者｣，相対的には女性と男性の割合が高く，女性の所得も高いが，なおも男性

との格差がある｢教員｣都からなっている。全体としては，性別収入格差が明確な職業分野と見

ることができる。このうち，前 3 者の分野，特に｢社会福祉｣分野は，今後も増加が見込まれる。

1997 年で見た状況が拡大するのであれば，男性に比較しての低所得層が増えることになる。し

たがって，｢専門的・技術的職業従事者｣の増加を持って，単純に男性に比較しての女性のエン

パワーメントあるいは地位の向上とみることはできないといえよう。

(7)最後に，上述(6)は正規，短大以上卒にしぼっての結論である。この検討を小・中・高校・旧制

中卒へ，また他の職業に広げた上で，改めて，今回検討の対象にしたグループを相対的に位置

づけるなどの作業が必要である。

３ 無業（子どもあり）所性の就業希望の内容分析

3.1 就業意識分析の必要

少子高齢化社会での社会的課題の 1 つは，女性の有償労働への進出である。しかし，日本的現

実においては，有償労働における労働所油研の厳しさがあり，他方で育児・家事・介護などの多

くを女性が担当している。そこで女性の就業進出を図りながら，全体として，有償労働と無償労

働の性別分担の再配置を目指すことが重要課題になり，目下，男女共同参画計画に基づき，幾つ

かの施策が展開中である。

ここで，無業女性の就業希望の有無，就業希望理由，求職活動の有無，日休職理由などを特に

世帯所得，子どもの数，末子の年齢などの関係で立ち入って検討することが必要になる。

3.2 既存公表集計表と RS 集計表

報告書での公表統計には，無業者と世帯収入のクロス（第 91 表）,就業希望者と就業希望理由

があるが，世帯・家族との関係（世帯収入・子ども）と就業希望あり理由・就業希望なし理由，

希望仕事形態，と収入階級のクロスがないので，この RS 表を作成した。

作成した RS 表は，

(1) 就業希望のない無業女性に関して。末子年齢（4 区分），家族類型（2 区分：夫婦と子ども/夫

婦と子供と親），世帯収入（5 区分）と非希望理由（6 区分【原報告書 8 区分】のクロス表（RS-

第 2 原表）

(2) 就業希望のない無業女性に関して。子どもの人数（4 区分），家族類型（2 区分：夫婦と子ど

も/夫婦と子供と親），世帯収入（5 区分）と非希望理由のクロス表（RS-第 3 原表）

(3) 就業希望のある無業女性に関して。末子年齢（4 区分【1997 年原報告書 18 歳以上まで 1 歳区

分＝19 区分】），家族類型（2 区分：夫婦と子ども/夫婦と子供と親【年原報告書 17 区分】），
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世帯収入（5 区分【原報告書 12 区分】）と希望理由（8 区分【原報告書 8 区分】のクロス表（RS-

第 4 原表）

(4) 就業希望のある無業女性に関して。子どもの人数（3 区分【1997 年原報告書：3 区分】），家

族類型（2 区分：夫婦と子ども/夫婦と子供と親），世帯収入（5 区分）と希望理由のクロス表

（RS-第 5 原表）

(5) 就業希望のある無業女性に関して。末子年齢（4 区分），家族類型（2 区分：夫婦と子ども/夫

婦と子供と親），世帯収入（5 区分）と希望就業形態（6 区分【原報告書 6 区分】のクロス表

（RS-第 6 原表）

(6) 就業希望のある無業女性に関して。子どもの数（4 区分），家族類型（2 区分：夫婦と子ども/

夫婦と子供と親），世帯収入（5 区分）と希望就業形態（6 区分）のクロス表（RS-第 7 原表）

(7) 無業女性に関して。就業希望の有無（2 区分），求職活動の有無（2 区分），離職理由（4 区分

【原報告書 11 区分】），離職後年数（4 区分），年齢（5 区分）のクロス表（RS-第 8 原表）

の 8 表のそれぞれ，1997，1992，1987 年表である。

【なお，就業希望のある無業女性に関して。①末子年齢（4 区分），家族類型（2 区分：夫婦と子

ども/夫婦と子供と親），世帯収入（5 区分）と就職希望時期（3 区分：すぐつくつもり/すぐではな

いがつくつもり/すぐかどうかわからない【原報告書 3 区分】）のクロス表（RS-第 9 原表），②，

子どもの数（4 区分），家族類型（2 区分：夫婦と子ども/夫婦と子供と親），世帯収入（5 区分）

と就職希望時期（3 区分）のクロス表（RS-第 10 原表）を用意したが，時期 3 区分のうち，前 2

者がほぼ同数で大きな差がみられないと判断し，検討から除いた。】

本報告では，家族類型のうち，「夫婦と子ども世帯」のみをとりあげた表 3~94によってみてい

く。

3.3 結果

3.3.1 無業女性の非求職理由－育児・家事の関連で－

（1）末子の年齢と世帯収入との関連をみる

1997 年についてみると，①いずれの場合にも，非求職理由は，「家事・育児・通学などで忙

しい＝（以下，「家事・育児」と略称）」（1992 年では「家族の介護・看護」が理由として新た

に加わったが，平均数字であるため，なお少ない）と「急に仕事につく必要はない」（以下，「必

要なし」と略称）と「希望職がありそうにない」（以下，「希望職なし」と略称）が 3 大理由に

なっている。②このうち，「家事・育児」は，末子の年齢が 2 歳未満の場合に 90％を超えて圧

倒的に多数の理由になっている。末子の 3～6 歳で 77％であり，さらに年齢が高まると減少す

る。③「必要なし」は，末子の年齢が高まると増加する。末子年齢 9 歳以上では，31％で第一

に多い理由になる。④この理由は，世帯収入が大きい階級ほど，多い。時系列で見ると 1987

年には，「家事・育児」の理由の割合が 8 歳未満で 4％から 10％低く，「必要なし」そして「希

望食なし」が相対的に大きい。バブル期と景気の低迷期における家計等の余裕の違いの反映か

4 この論文では，1987 年，1992 年と 1997 年を時系列的に比較した文章があり，研究会では，1987,1992

年の統計表もそれぞれ配布したが，表の数が多くなるため，本最終報告書においては，1997 年表のみ

を収録して，表 3~9 とした。
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と思われる。

（2）子どもの数と世帯収入との関連で 1997 年についてみると，①末子年齢と同じように，「家

事・育児」，「必要なし」，「希望職なし」の 3 つが主な理由である。②このうち，「家事・育児」

が子どもの人数に関係なく多く，3 人以上では，76％である。③「必要なし」は，世帯人集合

系で見ると，10～12％であるが，世帯年収が低い 300 万円以下階層では 9％未満であり，900

万以上階層の，子ども 1 人，2 人の場合には，30％に近づく。④「希望職なし」も子ども 1 人，

2 人の場合には，世帯年収が高くなると共に，多くなる。時系列で見ると，1987 年には，「家

事・育児」が 1997,1992 年より低く，「必要なし」，「希望職なし」が多い。

（3）以上，子どもあり無業女性の非求職理由をまとめてみる。まず，「必要なし」，「希望職なし」

などが高まれば，対応して「家事・育児」の％が低まることになるので，理由の強度を伝えて

いるかどうかについては留意する必要がある。その上で，見出されることは，第一に，「家事・

育児」が，非求職理由の圧倒的な第一位になっている。第二に，子どもの数よりも，末子の年

齢がより強い要因として働いている。第三に，世帯収入が低い階層では，「必要なし」はわずか

であり，したがって必要があるのだが，「家事・育児」によって，非求職になっている。第四に，

1990 年代に入って「必要なし」は全体として低下している等である。

ジェンダー分析の角度からは，同じ検討を男性無業者について行い対比するのが，より丁寧

というべきだが，日本の現状では，家事・育児負担は主として女性にかかっていること，全体

的状況をまずは抑えるという目的から，男性に関して改めて検討はしない。

3.3.2 無業女性の求職理由

（1）末子の年齢と世帯収入の関連を見る。

1997 年についてみると，①いずれの場合にも，求職理由は，「収入を得たいから」（＝以下，「収

入」と略称），「知識や技能を活かしたいから」（＝以下，「知識」と略称），「社会にでたいから」

（＝以下，「社会」と略称），「余暇ができたから」（以下，「余暇」と略称）が 4 大理由になって

いる。②このうち，「収入」は，末子の年齢が 2 歳未満の場合に合計で 76％，300 万円未満層

では 86％と大きい。ただし，世帯収入が高まるとともに低下して，900 万円層では 42％である。

③世帯収入の高まりとともに他の理由が大きくなる。末子年齢にかかわらず，「知識」と「社会」

が多くなる。④末子年齢の高まりとともに，「余暇」が全収入階層で多くなる。

（2）子ども数と世帯収入の関連を見る

1997 年についてみると，上述の「末子年齢」と類似で，①いずれの場合にも，求職理由は，「収

入」，「知識」，「社会」，「余暇」の 4 つが主な理由となっている。②このうち，「収入」は，子ど

もの数の増大とともに高まるが，もちろん，世帯収入の高低差と対応しており，３００万円未

満層では８０％台，９００万円以上層では，４０％台である。③高所特捜で，「余暇」，「社会」，

「知識」がそれぞれ大きいが，これらの３つに規則性はうかがえない。

1997 年と 1987 年を比較すると，1987 年には，「収入」が 700－1000 万円未満そう，1000

万円以上層で 30％前後である。1997 年よりもかなり低い。これとの相対関係で，他の 3 つの

理由が 1997 年よりも高い。1992 年はこの中間にある。

（3）以上の子どもあり無業女性の求職理由をまとめてみる。
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第一に，「収入」が，求職理由の圧倒的だいい地位になっている。第二に，当然のことながら，

末子の年齢や子どもの数より似せたい収入の肯定が，「収入」理由を規定している。これは，先

の「非求職理由」において，世帯収入の低い階層では「必要なし」が少なかったことに対応し

ている血飢える。第さんに，世帯収入が高い階層において，末子年齢が特に 6 歳以上になるに

およんで，「余暇」が増加する。やはり，無業女性の求職行動は，末子年齢に，したがって「家

事・育児」に規定されているところが大きいといえるだろう。第四に，1990 年代に入って「収

入」が収入階層ごとに全体として高まっている。

3.3.3 無業女性の希望就職形態

（1）末子の年齢と世帯収入の関連みる。

1997 年ついてみると，①いずれの場合にも，希望就業形態は，「パート・アルバイトの仕事」

（以下，「パート」と略称），「正規の職員・従業者として雇われたい」（＝以下，「正規」と略称），

「過程で内職したい」（＝以下，「内職」と略称），「自分で事業をしたい」（以下「起業」と略称）

が主である。②このうち，（パート）は，末子の年齢と家計収入階層の全てにわたって最多であり，

ほぼ 50％から 80％にわたっている。収入の高低によって規則性はないようにみえる。③「内職」

は末子年齢 0～2 歳層で多く，末子の年齢の上昇とともに減る。④「正規」は，末子年齢 0～2 歳

層と 6～8 歳層に多く，概して言うなら，末子年齢が高くなると，世帯収入が低いほど多い。⑤「「起

業」は 1 桁の％である。

時系列でみると，1987 年には，「内職」が多く，それと相対関係で「パート」が 1997 年より

も低かった。これが 1992 年で，「内職」が減り，「パート」と「正規」が増え，その延長線上に

1997 年の数字がある。

（2）子どもの数と世帯収入とも関連を見る。

1997 年についてみると，概略的には上述の末子年齢と同じで，①「パート」，ついで「正規」

と「内職」，そして「起業」が主である。②このうち，「パート」は，子どもの数にかかわらず，

60％から 70％である。収入の高低によって規則性はないようにみえる。③「内職」は子どもの数

3 人以上，次いで子どもの数 1 人で多い。④「正規」は子ども数に関係なく，世帯収入が低いほ

ど多い。⑤「起業」は 1 桁の％である。

1987 年には，「内職」が多かったが，1992 年，1997 年と減少し，「パート」，「内職」が相対的

に増えている。1987 年には「正規」と収入階層は特に対応していなかったが，1997 年に収入低

階層で「正規」が多くなった。

3.3.4 無業女性の離職理由と就業希望

1997 年についてみてみる。

（1）離職した無業女性の離職理由は，結婚，育児，介護，看護が主であるが，このうち結婚が大

きく，育児が続き，介護・看護は少ない。結婚もある程度は出産・育児を想定してのことであ

ろうから，結婚・育児は，女性無業者の離職理由の大きな部分を占める。

（2）このうち，「結婚」理由退職者は，「就業希望あり」が「なし」よりも，離職後の年数が短い

時期にはかなり多いが，離職後 16 年以上になると「なし」が多くなる。離職ご帰還を合計する

と，「あり」がわずかに多い程度になす。「あり」のうち，求職活動を行っている者は，全体で
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30％程度である。

（3）「育児」理由離職者では，離職後 15 年までには，「就職希望あり」が「なし」の倍よりいく

らか少なめである。結婚理由退職者よりもこの差は大きい。ここでも離職後 15 年以上になると

大きさは逆転する。但し，「あり」のうち，離職後 9 年までは求職活動ありは，4 分の 1,10 年

から 14 年では，3 分の 1，15 年以上では 40％強であり，少ない。

（4）「介護・看護」の理由離職者は，当然のことながら年齢の上昇とともに増加し，「就業希望な

し」が離職後年数にかかわらず一貫して「あり」より大きい。「あり」のうち，求職活動ありは，

なしよりも少ないが，結婚・育児の場合ほど差は大きくない。

1987 年には,「介護・看護」理由は調査されていなかった。「結婚」，「育児」の純であり，「就

職希望あり」のほうが「なし」より多いのは 1997 年と同じであるが，「あり」と「なし」の差

はより大きい。離職後 3 年までは接近しているが，離職後 4～14 年の大きな差によっている。

「育児」理由離職においては，「就職希望あり」が多いが「なし」との差は,1997 年ほど大きく

ない。「就業希望あり」のうち「求職あり」の割合は 1997 年よりいくらか少ない。

この離職理由と就業希望に関連する諸変数の関係については，なお，この資料自体に即して

検討すべき部分があり，またこのデータと潜在的就業率（M 字型曲線に経の上乗せ曲線）との

対応などで興味のある検討を行う余地を残すが，引き続きの課題としたい。

3.3.5 無業女性の就業希望－むすび

全体として，日本の無業女性が，結婚・育児で離職し，育児・家事で就業を希望しないで折り，

また就業を希望する場合にも，求職活動に乗り出さず，また求職の際にもパート職を目指すと

いう傾向が基本にあることが確認できると考える。そして，特に末子の年齢に左右されている

ことがわかった。収入階層との関連では，低収入層は，育児にしばられて就業を希望せず，ま

た収入目的で就業を希望し，他方，高収入層は，必要なしとして就職を希望せず，「余暇」，「社

会」，「知識」で就業を希望するなどを確認することができる。1987 年，1992 年との比較では，

おそらくは，バブルに向かう時期と停滞する経済状況を反映してであろうか，1990 年代に「収

入」目的の就業希望が増加し，希望就業形態では「内職」から「パート」への変化等々が見る

ことができた。

４ 終わりに－RS 統計表：ミクロ統計データを利用して

4.1 本報告の限界

本報告での検討は，第一に，対象所属性を男女同一に揃えて比較可能な部分，また検討課題に

対して代表的な対象グループに絞って行われた。このため，用意しなかった RS 原表との(典型的)

－部分をクローズアップしたにとどまる。なお，今回とりあげなかった部分についての検討を進

める必要がある。第二に，一方で，上記のようにセルのサンプル数を確保するために，分類を大

きくまとめる中で，よりきめ細かな検討はできなくなった。また RS データによる点での誤差に

ついての配慮はいまだ不十分である。第三に，ここでの検討結果を，就業構造基本調査の既存公

表統計との関係で，また関連する他の諸統計（国勢調査，賃金構造基本調査等）と照らし合わせ
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て，再確認する必要があろう。

とはいえ，当初検討目的にかなり迫り，今後の検討の進化のための手がかりを多く得ることが

できたと思う。

4.2 ミクロ統計データ使用の上での反省点

本報告の申請が，最終的な RS データ表になり，さらに分類項目を大きくくくった場合の結果

表が，分析にどう影響するかについての見通しが十分でかかったために，さしあたりの分析に直

ちに生かせない原表を残した。変数の選択，クロス，分類項目の統合などに関しても，今後にむ

けて学ぶべき点を幾つか残した。

4.3 ミクロ統計データの有効性

既存の公表統計にはない変数のクロスによって，よりしょうさいなけんとうをおこなえる点が

ミクロ統計の利点である。本報告の第一テーマである専門的・技術的職業に狙いを定めての検討，

即ち職業分離に関しては，従来の研究では示されなかった点を明示できた。同じく，第二のテー

マである無業子どもあり女性の就業希望状況に関しても，意識が末子年齢に規定されていること，

「パート職」志望が多いことなど幾つかの基本的事項を確認できた。

これらの確認は，少子高齢化社会に対応して，子育てと就労の両立支援の諸施策への重要な参

考になる。就業構造基本調査は，5 年枚に調査であるが，類似内容の調査（パネル調査となるこ

とがさらに望まれる）が継続的に行われならば，政策の影響度の検討にも資するところが大きい

と考えられる。
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